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平成２２年度 旭市一般会計予算の概要 

 

１．予算規模 

平成２２年度当初予算額    ２６，９１０，０００千円 

  平成２１年度当初予算額    ２５，５５０，０００千円 

    比     較        １，３６０，０００千円（５．３％増） 

 

２．歳  入 

 (１) 市税は、6,746,100 千円で、対前年度△4,215 千円、0.1％の減で計上した。 

市民税は、景気後退の影響により、個人、法人ともに減収と見込んだ。固定資産税は、

土地が減となるものの、家屋等の増により増と見込んだ。 

 (２) 地方特例交付金は、132,000 千円で、対前年度 33,000 千円、33.3％の増で計上した。 

子ども手当の創設に伴う地方負担の増加分に対する算定額等を見込んだ。 

 (３) 地方交付税は、7,910,000 千円で、対前年度 300,000 千円、3.9％の増で計上した。 

普通交付税は、7,100,000 千円で、地域活性化・雇用等臨時特例費の創設や合併特例

債の償還額の算入増などにより、対前年度 300,000 千円、4.4％の増で計上した。 

特別交付税は、810,000 千円で、前年度と同額を計上した。 

(４) 使用料及び手数料は、395,170 千円で、対前年度 400 千円、0.1％の増で計上した。 

雇用促進住宅の譲り受けに伴う住宅使用料を新たに見込んだ。 

(５) 国庫支出金は、2,792,447 千円で、対前年度 1,041,099 千円、59.4％の増で計上した。 

主なものは、子ども手当国庫負担金 1,063,544 千円、地域活力基盤創造交付金 155,000

千円、安全・安心な学校づくり交付金 144,804 千円、市町村合併推進体制整備費補助金

50,000 千円などを計上した。 

(６) 県支出金は、1,445,765 千円で、対前年度△276,577 千円、16.1％の減で計上した。 

主なものは、子ども手当県負担金 118,228 千円、子育て安心応援事業費補助金 79,838

千円、緊急雇用創出臨時特例基金事業費補助金 69,373 千円、「園芸王国ちば」強化支援

事業費補助金 92,520 千円、地域バイオマス利活用交付金 147,400 千円などを計上した。 

(７) 財産収入は、34,330 千円で、対前年度△370 千円、1.1％の減で計上した。 

主なものは、基金の運用益で、財政調整基金利子 1,350 千円、地域振興基金利子 25,067

千円、土地開発基金利子 265 千円など、前年度とほぼ同額を見込んだ。 

(８) 繰入金は、166,309 千円で、対前年度△432,434 千円、72.2％の減で計上した。 

主なものは、財政調整基金繰入金 130,000 千円、文化振興基金繰入金 10,788 千円、

地域振興基金繰入金 3,000 千円、老人保健特別会計繰入金 20,000 千円などを計上した。 

(９) 市債は、4,745,500 千円で、対前年度 926,300 千円、24.3％の増で計上した。 

増の主な要因は、地方交付税の代替財源である臨時財政対策債を、地方財政計画に基

づき 49.5％増の 1,767,000 千円、対前年度 585,300 千円の増で計上したことによるもの

である。 

合併特例債は、2,759,800 千円で、対前年度 743,400 千円、36.9％の増で計上した。 

主なものは、蛇園南地区流末排水整備事業債 142,500 千円、旭中央病院アクセス道  

整備事業債 989,200 千円、飯岡海上連絡道三川蛇園線整備事業債 99,700 千円、南堀之

内遊正線整備事業債 222,600 千円、文化の杜公園整備事業債 403,700 千円、中央小学校

校舎改築事業債 205,200 千円、矢指小学校校舎改築事業債 498,300 千円、第一中学校  

屋内運動場改築事業債 105,400 千円などを計上した。 



一般会計

予　　算　　額 予　　算　　額 増　　減　　額

1 市 税 6,746,100 25.1 % 6,750,315 26.4 % △ 4,215 △ 0.1 %

2 地 方 譲 与 税 368,000 1.4 % 387,000 1.5 % △ 19,000 △ 4.9 %

3 利 子 割 交 付 金 24,000 0.1 % 30,000 0.1 % △ 6,000 △ 20.0 %

4 配 当 割 交 付 金 11,000 0.0 % 13,000 0.1 % △ 2,000 △ 15.4 %

5 株式等譲渡所得割交付金 4,000 0.0 % 10,000 0.0 % △ 6,000 △ 60.0 %

6 地 方 消 費 税 交 付 金 570,000 2.1 % 640,000 2.5 % △ 70,000 △ 10.9 %

7 自 動 車 取 得 税 交 付 金 100,000 0.4 % 212,000 0.8 % △ 112,000 △ 52.8 %

8 地 方 特 例 交 付 金 132,000 0.5 % 99,000 0.4 % 33,000 33.3 %

9 地 方 交 付 税 7,910,000 29.4 % 7,610,000 29.8 % 300,000 3.9 %

10 交通安全対策特別交付金 13,000 0.0 % 13,000 0.1 % 0.0 %

11 分 担 金 及 び 負 担 金 731,181 2.7 % 737,823 2.9 % △ 6,642 △ 0.9 %

12 使 用 料 及 び 手 数 料 395,170 1.5 % 394,770 1.5 % 400 0.1 %

13 国 庫 支 出 金 2,792,447 10.4 % 1,751,348 6.9 % 1,041,099 59.4 %

14 県 支 出 金 1,445,765 5.4 % 1,722,342 6.7 % △ 276,577 △ 16.1 %

15 財 産 収 入 34,330 0.1 % 34,700 0.1 % △ 370 △ 1.1 %

16 寄 附 金 110 0.0 % 110 0.0 % 0.0 %

17 繰 入 金 166,309 0.6 % 598,743 2.3 % △ 432,434 △ 72.2 %

18 繰 越 金 400,000 1.5 % 400,000 1.6 % 0.0 %

19 諸 収 入 321,088 1.2 % 326,649 1.3 % △ 5,561 △ 1.7 %

20 市 債 4,745,500 17.6 % 3,819,200 15.0 % 926,300 24.3 %

26,910,000 100.0 % 25,550,000 100.0 % 1,360,000 5.3 %

18,282,027 67.9 % 18,002,483 70.5 % 279,544 1.6 %

8,627,973 32.1 % 7,547,517 29.5 % 1,080,456 14.3 %

8,794,288 32.7 % 9,243,110 36.2 % △ 448,822 △ 4.9 %

18,115,712 67.3 % 16,306,890 63.8 % 1,808,822 11.1 %

　　　　（単位：千円）

区　　　　　　　　分
構 成 比

平　成　２２　年　度 平　成　２１　年　度

構 成 比

　《　歳　　入　》

依　　存　　財　　源

比　　較　　増　　減

自　　主　　財　　源

増 減 率

合　　　　　　　　　計

一　　般　　財　　源

特　　定　　財　　源
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３．歳  出 

(１) 人件費、扶助費、公債費の義務的経費は、12,974,238 千円で、対前年度 1,094,259   

千円、9.2％の増で計上した。 

人件費は、「定員適正化計画」に基づく職員数の削減及び議員定数の減により、   

対前年度△135,977 千円、2.4％の減で計上した。 

扶助費は、新規事業として子ども手当給付事業や乳幼児紙おむつ給付事業の計上に 

より、対前年度 1,176,541 千円、39.5％の増で計上した。 

公債費は、合併特例債や臨時財政対策債の元利償還金の増により、対前年度 53,695

千円、1.7％の増で計上した。 

(２) 投資的経費は、5,158,229 千円で、対前年度△303,854 千円、5.6％の減で計上した。 

主なものとして、合併事業では、旭中央病院アクセス道整備事業（南北線）、街路   

整備事業（谷丁場遊正線）、飯岡海上連絡道三川蛇園線整備事業、蛇園南地区流末排水

整備事業、文化の杜公園整備事業、中央小学校改築事業、矢指小学校改築事業、第一  

中学校改築事業、学校給食センター統合改築事業などを計上した。 

このほか民生費では、新規事業として保育所施設改修事業（おうめい保育園改築工事

への補助金）を計上した。 

農林水産業費では、継続事業として広域農業基盤整備事業などの圃場整備事業を  

はじめ、地域バイオマス利活用推進事業などを計上した。 

土木費では、継続事業として排水路整備事業（西野地区）、防衛施設周辺民生安定  

事業、袋公園整備事業などを計上した。 

消防費では、常備消防費の消防ポンプ自動車の購入、消防団の再編に伴う消防庫整備

事業などを計上した。 

(３) 物件費は、3,484,111 千円で、対前年度 300,445 千円、9.4％の増で計上した。 

主なものとして、電算システムの更新に伴う増と、新規に道路台帳統合事業などを 

計上した。 

(４) 補助費等は、2,828,751 千円で、対前年度△106,446 千円、3.6％の減で計上した。 

主なものとして、後期高齢者医療広域連合に対する負担金が繰出金へ振り替えたこと

により減となり、病院事業会計繰出金は増で計上した。 

(５) 投資及び出資金は、150,965 千円で、対前年度 11,194 千円、8.0％の増で計上した。 

内訳は、水道企業団負担金、水道事業会計出資金、㈱千葉県食肉公社出資金である。 

(６) 繰出金は、2,033,661 千円で、対前年度 360,083 千円、21.5％の増で計上した。 

主なものとして、補助費等から振り替えた後期高齢者医療広域連合に対する負担金の

増と、各特別会計に対する繰出金を計上した。 

 



一般会計

予　　算　　額 予　　算　　額 増　　減　　額

1 人 件 費 5,618,385 20.9 % 5,754,362 22.5 % △ 135,977 △ 2.4 %

2 物 件 費 3,484,111 12.9 % 3,183,666 12.5 % 300,445 9.4 %

3 維 持 補 修 費 102,439 0.4 % 109,471 0.4 % △ 7,032 △ 6.4 %

4 扶 助 費 4,152,205 15.4 % 2,975,664 11.6 % 1,176,541 39.5 %

5 補 助 費 等 2,828,751 10.5 % 2,935,197 11.5 % △ 106,446 △ 3.6 %

6 普 通 建 設 事 業 費 5,158,222 19.2 % 5,462,076 21.4 % △ 303,854 △ 5.6 %

（イ）　　補　　　　　　　助 3,569,187 13.3 % 4,268,258 16.7 % △ 699,071 △ 16.4 %

（ロ）　　単　　　　　　　独 1,381,883 5.1 % 984,814 3.9 % 397,069 40.3 %

(ハ)　　県営事業負担金等 207,152 0.8 % 209,004 0.8 % △ 1,852 △ 0.9 %

7 災 害 復 旧 費 7 0.0 % 7 0.0 % 0.0 %

8 公 債 費 3,203,648 11.9 % 3,149,953 12.3 % 53,695 1.7 %

9 積 立 金 37,606 0.1 % 26,255 0.1 % 11,351 43.2 %

10 投 資 及 び 出 資 金 150,965 0.6 % 139,771 0.5 % 11,194 8.0 %

11 貸 付 金 100,000 0.4 % 100,000 0.4 % 0.0 %

12 繰 出 金 2,033,661 7.6 % 1,673,578 6.6 % 360,083 21.5 %

13 予 備 費 40,000 0.1 % 40,000 0.2 % 0.0 %

26,910,000 100.0 % 25,550,000 100.0 % 1,360,000 5.3 %

12,974,238 48.2 % 11,879,979 46.4 % 1,094,259 9.2 %

5,158,229 19.2 % 5,462,083 21.4 % △ 303,854 △ 5.6 %

　　　　（単位：千円）

平　成　２１　年　度

　《　歳　　出　》　性 質 別

　　投資的経費　６ ＋ ７

　　義務的経費　１ ＋ ４ ＋ ８

合　　　　　　　　計

区　　　　　　　　分
比　　較　　増　　減

増 減 率構 成 比

平　成　２２　年　度

構 成 比
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一般会計

予　　算　　額 予　　算　　額 増　　減　　額

1 議 会 費 211,506 0.8 % 238,004 0.9 % △ 26,498 △ 11.1 %

2 総 務 費 3,051,600 11.3 % 2,879,184 11.3 % 172,416 6.0 %

3 民 生 費 6,977,747 25.9 % 5,861,721 22.9 % 1,116,026 19.0 %

4 衛 生 費 1,728,356 6.4 % 1,738,240 6.8 % △ 9,884 △ 0.6 %

5 労 働 費 33,921 0.1 % 32,752 0.1 % 1,169 3.6 %

6 農 林 水 産 業 費 982,238 3.7 % 1,518,649 6.0 % △ 536,411 △ 35.3 %

7 商 工 費 377,734 1.4 % 367,548 1.4 % 10,186 2.8 %

8 土 木 費 3,895,857 14.5 % 3,331,188 13.0 % 564,669 17.0 %

9 消 防 費 1,082,535 4.0 % 1,802,483 7.1 % △ 719,948 △ 39.9 %

10 教 育 費 3,498,043 13.0 % 3,028,174 11.9 % 469,869 15.5 %

11 災 害 復 旧 費 7 0.0 % 7 0.0 % 0.0 %

12 公 債 費 3,203,648 11.9 % 3,149,953 12.3 % 53,695 1.7 %

13 諸 支 出 金 1,826,808 6.8 % 1,562,097 6.1 % 264,711 16.9 %

14 予 備 費 40,000 0.2 % 40,000 0.2 % 0.0 %

26,910,000 100.0 % 25,550,000 100.0 % 1,360,000 5.3 %

区　　　　　　　　分
平　成　２２　年　度 平　成　２１　年　度 比　　較　　増　　減

構 成 比 構 成 比 増 減 率

　《　歳　　出　》　目 的 別

合　　　　　　　　計

　　　　（単位：千円）
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